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はじめに 

宮古信用金庫（以下「当金庫」という。）は、岩手県宮古市、釜石市、下閉伊郡全域

および上閉伊郡大槌町を事業区域として、地元の中小企業者や住民が会員となって、お

互いに助け合い、お互いに発展していくことを共通の理念として 1927 年に設立された

協同組織金融機関であります。 

当金庫は、創立以来 90有余年を数え、「地域社会の発展と豊かな暮らしづくりに貢献

する」を経営理念に掲げるとともに、経営方針である「国民大衆並びに中小企業者の地

域金融機関としての使命に徹し、貯蓄の増強に努め、円滑なる金融を通じて地域経済の

育成発展と生活の安定向上に貢献する」ことを目指し、地域に根ざした事業活動に努め

てまいりました。 

このような中、2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災（以下「震災」という。）

により、当金庫が主に事業を展開している岩手県宮古市を含む三陸沿岸地域は壊滅的な

被害を受け、お取引先の多くが被災し、当金庫においても、津波により 3店舗が全壊す

るなど事業基盤に重大な影響を受けました。 

このため、当金庫は、地域の中小規模の事業者および個人のお客様に対して、円滑な

信用供与の実施に努め、地域の復旧・復興に向けて継続的に貢献していくため、金融機

能の強化のための特別措置に関する法律（以下「法」という。）附則第 11条第１項に規

定する特定震災特例協同組織金融機関として信用金庫の中央金融機関である信金中央

金庫を通じて資本支援の要請を行い、2012年 2月、100億円の資本支援を受けました。 

震災以降、当金庫は、相談窓口の設置や相談会の開催など被災したお客様の相談対応

に努めるとともに、新たな融資商品の取扱いや被災した事業先に対する経営改善等支援、

外部機関との連携等により円滑な信用供与に努めてまいりました。当金庫の事業区域で

は、震災から 10 年が経過する中、道路整備やまちづくり、住宅建設の動き等が大きく

進み、地域のインフラは震災以前の状態まで回復しつつあります。しかし、地域の事業

活動は、震災による事業基盤に対する打撃からは回復してきたものの、震災により失っ

た販路に代わる新たな販路の開拓などは遅れており、震災以前の状態まで復旧したとは

いいがたい状況にあります。 

当金庫は、今後とも引き続き、地域金融機関としての社会的使命を果たし、地域の復

興・創生および地域経済の活性化に向けた取組みを強力に推し進めるため、今般、法附

則第 11条第 4項の規定により読み替えて適用される同法第 33条第 1項にもとづく新た

な特定震災特例経営強化計画（以下「経営強化計画」という。）を策定し、円滑な金融

仲介機能を発揮するとともに、役職員一丸となって、お客様や地域が抱える課題の解決

に向けて尽力してまいる所存でございます。 
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１．前経営強化計画の総括 

当金庫は、2016年 4月から 2021年 3月までの 5年間を実施期間とする経営強化計

画を策定し、利益積上げによる財務基盤の充実強化を図るとともに、被災したお客様

への支援を通じて、地域の復旧・復興および地域経済の活性化に向けた取組みに努め

てまいりました。 

なお、前経営強化計画に掲げた施策に係る主な取組みは、以下のとおりです。 

（１）地域の復興に向けた支援態勢等の強化 

当金庫の事業区域は、震災により甚大な被害を受けており、当金庫も被災直後に

は全 9店舗中 7店舗の閉鎖を余儀なくされました。当金庫は、被害が軽微であった

3 店舗において地域でいち早く営業を再開し、建物が全壊した鍬ヶ崎支店および田

老支店については職員を本店営業部（現本店）へ配置するとともに、同店の店舗内

店舗として営業を再開しました。2014年 10月 14日には、従来以上にお客様との面

談機会を増やすことによりサービス等の向上を図るため、鍬ヶ崎支店・河南支店を

本店へ、みなみ支店を駅前支店へそれぞれ統合し、本店および駅前支店の渉外担当

者の増員を図りました。 

上記統合に併せて、2014 年 10 月より駅前支店に、落ち着いた雰囲気でゆっくり

と相談できるローカウンターを設置した「みやしん駅前相談プラザ」を開設し、受

付時間を午後 5時（うち週 1回は午後 7時）まで延長しております。当プラザにつ

きましては、2015 年 4 月から 2019 年 3 月までの間、月 1 回の休日相談も実施いた

しました。 

また、被災店舗である山田支店は、旧県立山田病院内の仮店舗で営業を続けてお

りましたが、山田町の復興計画で定められた「まちなか再生エリア」に 2017 年 4

月に新築移転いたしました。営業再開に合わせて「みやしん山田相談プラザ」を併

設し、2021年 3 月まで受付時間を午後 5時まで延長して、被災した店舗や住宅等の

再建に関する相談や日常生活に必要となる各種資金に関する相談等に対応してま

いりました。当プラザにつきましては、開設から 2020 年 3 月までの間、月 1 回の

休日相談も実施いたしました。 

同じく被災店舗である田老支店については、2011年 8月より「グリーンピア三陸

みやこ」内に仮設事務所を設置して相談業務に対応しておりましたが、2017年 2月

に宮古市の協力を得て「宮古市田老総合事務所」に移転するとともに、復旧した「道

の駅たろう」の敷地内にＡＴＭを移設して田老地区のお客様の利便性向上を図って

まいりました。2020 年 5 月には、「宮古市田老総合事務所庁舎」が三陸鉄道新田老

駅に併設する形で新築移転したことを機に、同庁舎内にて個人取引に特化した預金

専用店舗として田老支店を再開し、当地域の復興の一つの象徴となりました。 

この他、震災によって営業休止を余儀なくされた営業店のお取引先や遠隔地に避

難されたお客様の利便性を維持するため、2011 年 12 月より業務部業務推進課（現
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総合支援部地域支援課）に「電話相談窓口」を設置するとともに、2015年 3月から

2017年 3月までの間、本店にて毎月 1回休日住宅ローン相談会を開催し、被災され

た方々の住宅再建を支援してまいりました。 

加えて、ＡＴＭにつきましては、一部の店舗外ＡＴＭを除いて原則、午後 9時ま

で稼働時間を延長するとともに、2019年 3月には大槌町の大型商業施設に店舗外Ａ

ＴＭを新たに設置するなど、被災地の復興を後押しすべく、サービスの充実に努め

ております。 

 ■店舗の状況（2021年3月末現在） 

店舗名 所在地 
震災直後の 

被害状況 

営業状況 

震災 
直後 

通常営業 
再開日 

(2011年) 
現在の状況 

本 店 
宮古市 

向町 
半  壊 休止 5月 16日 通 常 営 業 

鍬ケ崎支店 
宮古市 

鍬ケ崎上町 
全  壊 休止 － 

本店と統合 

(2014.10.14廃止) 

駅 前 支 店 
宮古市 

末広町 
床上浸水 休止 4月 4日 通 常 営 業 

田 老 支 店 
宮古市 

田老字川向 
全  壊 休止 (8月22日） 

通 常 営 業 

(2020.5.18移転) 

山 田 支 店 
下閉伊郡 

山田町 
全  壊 休止 8月 10日 

通 常 営 業 

(2017.4.17移転) 

河 南 支 店 
宮古市 

磯鶏 
床上浸水 休止 4月 25日 

本店と統合 

(2014.10.14廃止) 

千 徳 支 店 
宮古市 

太田 
な し 営業 3月 28日 通 常 営 業 

みなみ支店 
宮古市 

南町 
な し 営業 3月 28日 

駅前支店と統合 

(2014.10.14廃止) 

大 渡 支 店 
釜石市 

大渡町 
半  壊 休止 6月 28日 通 常 営 業 

（注）通常営業再開日における( )書きは、仮設事務所としての開始日 

 

（２）被災者への信用供与の状況 

当金庫は、震災の影響による甚大な被害状況を踏まえ、融資の返済等に支障をき

たしている被災者から相談を受けた場合には、約定弁済の一時停止や貸付条件の変

更等、柔軟に対応してまいりました。 

なお、相談窓口の設置や被災者の方々を個別に訪問して、融資等の相談にきめ細

かに対応した結果、貸付条件の変更契約締結実績は、2021 年 3 月末までの累計で

319 先、12,270 百万円（うち事業性ローン 229 先 11,420 百万円、住宅ローン等 90

先 849百万円）となっており、個々の被災者の実情にあわせて返済負担の軽減等に
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努めております。 

また、信用保証協会保証付制度融資の活用や被災者向けのプロパー融資商品等の

取扱いを新たに開始する等、被災者に対する円滑かつ積極的な資金供給に努めた結

果、被災者向け新規融資実績は、2021 年 3 月末現在までの累計で 2,387 先 27,982

百万円となっております。 

 

■震災以降の条件変更契約実績 

           （単位：先、百万円） 

  

  

震災以降累計 

先数 金額 

事業性ローン 229 11,420 

 住宅ローン 51 611 

 その他 39 238 

合 計 319 12,270 

※2021年 3月末現在 

 

■被災者向けの新規融資の実行状況              （単位：先、百万円） 

 

震災以降累計 

 

うち条件変更先に 

対する新規融資 

先数 金額 先数 金額 

事業性ローン 1,682 21,857 530 7,750 

 うち運転資金 1,248 16,032 425 5,998 

 うち設備資金 434 5,824 105 1,752 

住宅ローン 516 5,815 0 0 

その他 189 310 1 2 

合  計 2,387 27,982 531 7,753 

※2021年 3月末現在 

 

当金庫は、震災直後から、プロパー融資商品の拡充を図るとともに、信用保証協

会の制度融資等、外部機関とも連携を図りながら、事業性ローン、住宅ローンおよ

び消費性ローン等のお客様のニーズに応じた融資商品を提供し、地域の復旧・復興

に向けた資金需要に積極的に対応してまいりました。 
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■震災からの復旧・復興に向けた融資商品一覧 

種類 対象者 商品内容 提供開始 取扱実績 

プ
ロ
パ
ー
ロ
ー
ン 

 
事業者 

名  称：みやしん絆 
資金使途：運転資金、設備資金 
融資金額：1,000万円以内 
融資期間：7年以内 
担  保：原則不要 
保 証 人：法人―原則法人代表者 
     個人事業者―1名以上 
年 利 率：当金庫所定の変動金利 

2012年 
1月 

404件 
1,174百万円 

事業者 

名  称：みやしん陸中復興 
資金使途：運転資金、設備資金 
融資金額：500万円以内 
融資期間：5年以内 
担  保：原則不要 
保 証 人：法人―原則法人代表者 
     個人事業者―1名以上 
年 利 率：当初 2 年間 4.8％、3 年目以降

2.5％ 

2013年 
2月 

26件 
159百万円 

事業者 

名  称：釜石商工会議所メンバーズロー
ン 

資金使途：運転資金、設備資金 
融資金額：500万円以内 
融資期間：運転資金―5年以内 
     設備資金―7年以内 
担  保：原則不要 
保 証 人：法人―原則法人代表者 
     個人事業者―1名以上 
年 利 率：当金庫所定の変動金利 

2016年 
11月 

14件 
29百万円 

個人 

名  称：住宅ローン「復興」 
資金使途：住宅購入資金、リフォーム資金、

他行住宅ローンの借換資金等 
融資金額：50万円以上 5,000万円以内 
融資期間：35年以内 
担  保：不動産 
保 証 人：連帯保証人 1名以上 
年 利 率：当金庫所定の変動金利 

2012年 
3月 

299件 
4,067百万円 

保
証
会
社 

保
証
付
ロ
ー
ン 

個人 
および 
事業者 

名  称：オールマイティ 
資金使途：自由（事業性資金も可） 
融資金額：10万円以上 500万円以内 
融資期間：6か月以上 10年以内 
担  保：不要 
保 証 人：不要 ㈱クレディセゾン 
年 利 率：固定金利 4.5％、9.5％または

13.5％ 

2011年 
3月 

507件 
424百万円 
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保
証
会
社
保
証
付
ロ
ー
ン 

個人 

名  称：シニアライフローン 
資金使途：リフォーム資金、自動車購入資

金、旅行資金のほか、健康で文
化的な生活を営むために必要な
資金 

融資金額：100万円以内 
融資期間：3か月以上 10年以内 
担  保：不要  
保 証 人：不要 (一社)しんきん保証基金

保証 
年 利 率：当金庫所定の固定金利 

 
2014年 
1月 

125件 
51百万円 

個人 

名  称：みやしん無担保住宅ローン 
資金使途：住宅購入資金、リフォーム資金、

他行住宅ローンの借換資金等 
融資金額：1万円以上 1,500万円以内 
融資期間：3か月以上 20年以内 
担  保：不要 
保 証 人：不要 (一社)しんきん保証基金

保証 
年 利 率：当金庫所定の変動金利 

 
2014年 
1月 

191件 
1,059百万円 

個人 

名  称：みやしん災害復旧ローン 
資金使途：災害復旧資金 
融資金額：500万円以内 
融資期間：3か月以上 10年以内 
担  保：不要  
保 証 人：不要 (一社)しんきん保証基金

保証 
年 利 率：固定金利 1.5％（別途保証料率

0.5％） 

2011年 
3月 

103件 
200百万円 

個人 

名  称：災害復旧ローン 
資金使途：災害復旧資金 
融資金額：10万円以上 500万円以内 
融資期間：10年以内 
担  保：不要 
保 証 人：不要 ㈱オリエントコーポレーシ

ョン保証 
年 利 率：固定金利 2.5％（保証料込） 

2011年 
3月 

5件 
8百万円 

個人 
および 
事業者 

名  称：職域サポートローン 
資金使途：健康で文化的な生活を営むため

に必要な資金 
融資金額：1万円以上 500万円以内 
融資期間：3か月以上 10年以内 
担  保：不要 
保 証 人：不要 (一社)しんきん保証基金

保証 
年 利 率：当金庫所定の変動金利 

2015年 
11月 

141件 
135百万円 
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信
用
保
証
協
会
保
証
付
ロ
ー
ン 

事業者 

名  称：岩手県中小企業災害復旧資金 
資金使途：運転・設備資金等の事業資金 
融資金額：1,000万円以内 
融資期間：10年以内（3年以内の据置可） 
担  保：原則不要  
保 証 人：法人代表者 
年 利 率：3年以内固定金利 1.7％以内 

3 年超 10 年以内固定金利 1.9％
以内 

2011年 
3月 

38件 
267百万円 

事業者 

名  称：東日本大震災復興緊急保証 
資金使途：運転資金、設備資金 
融資金額：8,000万円以内 
融資期間：10年以内（2年以内の据置可） 
担  保：必要に応じて徴求 
保 証 人：法人代表者 
年 利 率：当金庫の所定の変動金利 

2011年 
3月 

5件 
137百万円 

事業者 

名  称：岩手県中小企業東日本大震災復
興資金 

資金使途：運転・設備資金 
融資金額：8,000万円以内 
融資期間：15年以内（3年以内の据置可） 
担  保：必要に応じて徴求 
保 証 人：法人代表者 
年 利 率：10年以内固定金利 1.5％以内 
     10年超 15年以内 1.7％以内 

2011年 
6月 

917件 
12,415百万円 

※商品内容、取扱実績は 2021年 3月末までの累計 

※「みやしん陸中復興」は 2013年 5月に新規取扱を終了しております。 

 

当金庫は、担保または保証に過度に依存しない融資を促進すべく、震災被害によ

る事業者の実情を踏まえ、無担保・無保証ローンの取扱いおよび信用保証協会保証

付融資の活用等による資金供給を行ってまいりました。 

具体的には、2018年度より、原則担保を不要とするプロパーローン「みやしん絆」

の利用にあたり、事業性評価シートの作成を通じてお取引先の実態把握を強化する

ことにより、営業店における同商品の取扱権限を拡大する見直しを行い、円滑な資

金供給を強化しております。 

また、当金庫は、「経営者保証に関するガイドライン」を遵守し、経営者保証に

依存しない融資を促進するとともに、保証契約を締結する場合には、保証契約の必

要性の説明および適切な保証金額の設定等の対応を行ってまいりました。 

保
証
会
社 

保
証
付
ロ
ー
ン 

個人 
および 
事業者 

名  称：職域フリーローン 
資金使途：自由（事業性資金は不可） 
融資金額：500万円以内 
融資期間：10年以内 
担  保：不要 
保 証 人：不要  ㈱オリエントコーポレー

ション保証 
年 利 率：固定金利 

3.5％、5.5％、9.5％、13.5％ 

2020年 
12月 

15件 
29百万円 
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（３）販路開拓・拡大等支援の取組み 

当金庫は、お取引先の新たな販路や仕入先の開拓・拡大および事業の拡大等を支

援するための取組みとして、信用金庫業界の全国ネットワークを活用して開催され

るビジネスフェアや個別商談会等への出展機会等をお取引先に紹介・提供しており

ます。また、コロナ禍において、リモートによる商談会に参加する企業も出てきて

おり、新しい形の販路開拓方法も積極的に提供しております。 

また、お取引先の商品を掲載した地域応援カタログ「みやしん Next とっておき

セット」を 2013 年度より企画し、2019年度までの累計で 5,642セット 27,740千円

の販売実績を挙げており、被災地の中小企業の販路拡大、ＰＲ活動に繋がりました。 

さらに、新たな取引チャネルによる販路拡大を支援するため、(一社)中小・地方・

成長企業のためのネット利活用による販路開拓協議会(略称：ネッパン協議会)を講

師に迎えて、販路拡大にかかるインターネットの活用方法に関する勉強会や個別相

談会を開催いたしました。 

 

■ビジネスフェア等への出展（2020年度） 

商談会名 実施時期 主 催 参加企業数 商談数 成約数 

被災地信用金庫取

引先支援ビジネス

マッチング 
9月 信金中央金庫 3社 3件 2件 

ビジネスマッチ東

北 2021春 
3月 

(一社)東北地区信用
金庫協会等 1社 3件 0件 

計 4社 6件 2件 

（４）創業・新事業開拓支援の取組み 

当金庫は、営業店と総合支援部が連携し、新規創業や新たな事業分野の開拓を目

指す事業者に対して、経営相談、指導・助言、セミナーの開催および経営情報の提

供等、事業者が抱える悩みや課題等を解決するための支援の取組みを積極的に行っ

てまいりました。 

この取組みの実効性を高めるため、岩手県信用保証協会および商工会議所等の外

部機関との連携強化を図り、外部機関の専門的な知見、ノウハウおよび機能を積極

的に活用してまいりました。 

新規創業等を目指す事業者に対する資金供給手段として、岩手県の「いわて起業

家育成資金」を活用するとともに、(公財)日本財団「わがまち基金」プロジェクト

として、被災地支援制度を創設し、(一社)陸中みらい基金を通じて、利子補給制度

融資および借入債務の保証を行っております。 
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（５）経営改善・事業再生支援の取組み 

当金庫は、営業店と総合支援部が連携し、岩手産業復興機構および㈱東日本大震

災事業者再生支援機構等を活用した先や貸付条件の変更先等、経営改善や事業再生

等が必要であると判断したお取引先に対して、定期的な営業活動等を通じて経営実

態を把握するとともに、経営改善等に向けた継続的な指導・助言等を行う等、お取

引先の経営改善、事業再生に向けた取組みを積極的に支援してまいりました。 

また、お取引先に対する経営改善および事業再生支援等にあたっては、中小企業

再生支援協議会、岩手産業復興機構、（独）中小企業基盤整備機構、いわて企業支

援ネットワーク、いわて中小企業支援プラットフォームおよび岩手県よろず支援拠

点等の外部機関や弁護士、税理士等の外部専門家との連携強化を図り、専門的な知

見、ノウハウおよび機能を積極的に活用してまいりました。 

2018年 4月には、岩手県や県内金融機関等とともに地域企業が有する特許等の知

的財産権を評価し、融資や経営支援に取り組むための連携組織「岩手県知財金融推

進コンソーシアム」に参画しました。 

 

 ■事業再生支援実績（2021年 3月末現在） 

 震災以降累計 

ＤＤＳ等による金融支援実績 1件 

産業復興機構等活用実績 70件 

 岩手産業復興機構 24件 

 ㈱東日本大震災事業者再生支援機構 46件 

事業再生支援ファンド活用実績 6件 

 復興支援ファンド「しんきんの絆」 4件 

 (公財)日本中小企業福祉事業財団 2件 

個人版私的整理ガイドラインにもとづく

債務整理に係る対応 
11件 

 

（６）事業承継支援の取組み 

当金庫は、Ｍ＆Ａによる事業承継支援について、当金庫、信金キャピタル㈱およ

び㈱日本Ｍ＆Ａセンターの 3 者間において、2013 年 11 月に締結した「Ｍ＆Ａ業務

協定」に基づく支援やＭ＆Ａマッチングサイト「ＴＲＡＮＢＩ」の活用促進を行っ

てまいりました。 

また、お取引先の次世代を担う若手経営者の顧客組織「みやしん Next」を 2013

年 1月に立ち上げており、外部の専門家によるセミナー等を開催し、中小企業の後

継者育成にも積極的に取り組んでまいりました。 
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（７）地方創生に向けた支援の取組み 

当金庫は、地域金融機関に期待される役割を十分に発揮し、地方創生に向けた取

組みに積極的に関与するため、地方版総合戦略の策定および戦略に掲げる具体的な

施策の円滑な実施等に係る支援を行っており、2015年 7月より「宮古市まち・ひと・

しごと創生総合戦略市民推進委員会」に参画し、定期的に協議を行うなど、地方創

生に向けた取組みに積極的に関与してまいりました。 

また、宮古市および山田町と地方創生に関する連携協定を締結するとともに、宮

古商工会議所および釜石商工会議所と産業振興に関する連携協定を締結すること

により、地域との連携を強化してまいりました。 

商品提供におきましては、子育て世帯を応援する商品（扶養する子供の数に応じ

て段階的に金利を優遇する教育ローンおよび住宅ローン）や地域外からの転入、地

元木材を利用した住宅の建設、空き家解体等を促進する融資商品の取扱いを開始し

ております。 

 

（８）決算の概要 

前経営強化計画期間中における決算の概要は、以下のとおりです。 

イ．主要勘定（末残） 

(ｲ) 預金積金 

預金積金残高（2021 年 3 月末）は、個人預金および法人預金が増加したこと

等から、震災直後の 2011 年 3 月末に比べて 105 億円増加の 696 億円となりまし

た。 

 

(ﾛ) 貸出金 

貸出金残高（2021年 3月末）は、震災直後の 2011年 3月末に比べて 9億円減

少の 297億円となりました。 

震災復興関連需要に加えて、事業再開に伴う運転資金に対しても積極的に対応

したものの、岩手産業復興機構や㈱東日本大震災事業者再生支援機構を活用した

債権売却による事業再生支援を行ったこと等から、2011年 3月末に比べて残高は

減少となりました。 

 

(ﾊ)有価証券 

有価証券残高（2021年 3月末）は、震災以降、預金積金の増加に伴い、地方債

や政府保証債等の安全性および流動性の高い運用資産を中心に増加させたこと

から、2011年 3月末に比べて 122億円増加の 222億円となりました。 
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■預貸金等の推移（百万円） 

 2011/3期 

(震災直後) 
2017/3期 2018/3期 2019/3 期 2020/3期 2021/3期 

預金積金 59,167 72,651 71,901 69,119 66,167 69,680 

貸出金 30,650 30,217 29,531 30,032 27,349 29,748 

 中小企業向け 18,281 16,346 14,962 15,289 13,510 14,899 

有価証券 9,990 16,698 17,409 17,470 19,674 22,206 

ロ．損益等 

前経営強化計画期間中は安定的に黒字を確保するとともに、内部留保の蓄積に

努めました。この結果、2021年 3月末の自己資本比率は 42.28％と高い水準を維

持しております。 

 

■損益等の推移（百万円、％） 

 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3 期 2020/3期 2021/3期 

業務純益 268 239 168 227 179 84 

コア業務純益 245 226 161 187 141 134 

臨時損益 138 62 49 ▲12 ▲14 14 

 不良債権処理額 ▲55   ▲54   

経常利益 406 301 217 216 165 98 

特別損益 ▲18 16 0 ▲2 5 4 

当期純利益 383 315 209 205 170 96 

自己資本比率（注） 38.57 39.17 41.33 40.42 40.90 42.28 

 

２．経営強化計画の実施期間 

当金庫は、法附則第 11条第 4項の規定により読み替えて適用される同法第 33条第

1 項にもとづき、2021 年 4 月から 2026 年 3 月までの 5 年間を実施期間とする経営強

化計画を実施いたします。 

なお、今後、経営強化計画に記載された事項について重要な変化が生じた場合、ま

たは生じることが予想される場合には、遅滞なく信金中央金庫を通じて金融庁に報告

いたします。 
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３．経営指導契約の内容 

当金庫は、法附則第 11 条第 1 項第 2 号にもとづき、2012 年 2 月 20 日に以下のと

おり経営指導契約を信金中央金庫と締結しております。 

（１）契約期間 

経営指導契約の契約期間は、契約締結日から法附則第 16 条第 3 項にもとづく経

営が改善した旨の認定または法附則第 17 条第 2 項にもとづく事業再構築に伴う資

本整理を可とする旨の認定のいずれかを申請する日までとしております。 

（２）指導および助言 

当金庫は、経営指導契約にもとづき、信金中央金庫から、当金庫の被災債権の管

理および回収に関する指導、その他当金庫の業務の改善のために必要な指導および

助言を受け、当該指導および助言にもとづき適切に業務を実施することとしており

ます。 

（３）報告の提出 

当金庫は、経営指導契約にもとづき、信金中央金庫に対して、経営強化計画の実

施状況および自らの業務、財産の状況に関する報告を、定期的に、または信金中央

金庫からの求めに応じて、以下のとおり行います。なお、当金庫の経営に重大な影

響を及ぼす事項が生じるおそれのあるときは、速やかに報告を行うこととしており

ます。 

・特定震災特例経営強化計画履行状況報告（3月末基準、9月末基準） 

・被災債権の管理および回収等に係る報告（3月末基準、9月末基準） 

・各期末における財務諸表等（3月末基準、9月末基準） 

・その他業務および財産の状況に係る報告（随時） 

（４）モニタリング 

当金庫は、経営指導契約にもとづき、経営強化計画の実施状況等に関して、信金

中央金庫が実施するモニタリングを定期的に、または随時受けるとともに、必要な

指導および助言を受けることとしております。 

なお、当該モニタリングは、定期的に経営状況等に係る資料を提出するオフサイ

ト・モニタリングと、定期的に、または随時行われるヒアリングおよび被災債権に

係る状況等を確認するための貸出金実地調査のオンサイト・モニタリングにより構

成され、当金庫は、当該モニタリングに協力してまいります。 
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４．損害担保契約の内容 

法附則第 17 条第 2 項にもとづく事業再構築に伴う資本整理を可とする旨の認定を

受けた特別対象協同組織金融機関等は、被災債権の譲渡その他の処分について損害担

保契約を締結した場合、法附則第 19 条第 1 項において、当該契約の履行により生ず

る損失の一部を補填するための契約を締結することを、預金保険機構に対し申し込む

ことができるとされておりますが、当金庫は、現時点においては、被災債権の譲渡そ

の他の処分にあたりまして、損害担保契約の締結を想定しておりません。 

また、将来、締結の必要が生じるような状況となった場合には、被災債権の譲渡そ

の他の処分の必要性や費用、契約内容等を慎重に検討し、関係機関等とも協議のうえ、

対応してまいります。 

 

５．中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の当金庫が

主として業務を行っている地域における経済の活性化に資する方

策 

（１）中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化その他の当金庫が主として業務を行

っている地域における経済の活性化に資するための方針 

イ．地域経済等の現状 

(ｲ) 道路 

復興道路の三陸沿岸道路は田野畑～仙台間が開通し、岩手県内分 213km のう

ち約 85％が開通、2021 年度末までの全線開通を目標としています。また、沿

岸と内陸を結ぶ宮古盛岡横断道路は 2021年 3月に計画延長66kmが全線開通し、

2019 年 3 月に全線開通した東北自動車道～三陸道間の東北横断道釜石秋田線

と合わせ、宮古市につながるアクセスが向上しました。 

(ﾛ) 鉄道 

震災により不通となった旧 JR 山田線（宮古～釜石）の移管を受けた三陸鉄

道は、2019 年 3月に国内の第三セクター鉄道としては最長の営業区間となる三

陸鉄道リアス線として再開しております。地域経済への好影響が期待されまし

たが、2019 年 10 月の台風 19 号の被害により久慈～釜石間が再度不通となり、

2020 年 3月に改めて全線復旧しております。 

(ﾊ) 航路 

大型クルーズ船については、新型コロナウイルス感染症の影響で 2020 年度

は予定されていた計 7 回の寄港が全て中止となりましたが、2020 年 11 月より

国内クルーズ船の運航が再開されました。2021年度はすでに 1 回の寄港が実施
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されており、今後の寄港増加とコロナの影響を受けている観光業への効果が期

待されています。 

(ﾆ) 災害対策 

震災後の津波対策として、閉伊川の河口で整備が進められている水門につい

て、軟弱地盤の出現や台風被害により、完成が当初予定から 11 年遅れの 2026

年度となる見込みとなっております。県の震災復旧事業では最も整備が遅れる

こととなり、宮古市中心部は引き続き津波に対して無防備な状況が続いており

ます。 

 

(ﾎ) 人口 

2021 年 3 月時点の人口を震災前の 2011 年 3 月と比較すると、高齢化に加え

て震災による流出もあり、宮古市は▲9,170 人（▲15.5％）、釜石市は▲7,579

人（▲19.2％）、山田町は▲4,229 人（▲22.9％）、大槌町は▲4,276 人（▲28.1％）

と、いずれも大きく減少しております。 

 

(ﾍ) 産業 

主要産業である水産業においては、地域経済への貢献度の高い主要魚種の漁

獲量が著しく減少しており、5年前対比でサケは▲87.1％、サンマは▲91.2％、

イカは▲74.6％となるなど、深刻な不漁が続いております。不漁の原因は不明

ですが、一時的なものではなく構造的なものとなっているという認識を持つ識

者が多いようであります。 

土木・建設業については、震災後は復興特需により活況を呈しましたが、現

在、特に建設については、2020 年の新設住宅着工数がピーク時の 1割程度まで

減少するなど需要は一巡しております。土木についても、今後の道路整備終了

により需要は漸減、台風被害による需要が残るのみといった状況になりつつあ

ります。 

 

(ﾄ) その他 

当地区は、震災以降 2 度にわたり、台風による被害を受けております。その

都度、浸水や土砂災害に見舞われており、これが震災からの復興の遅れにもつ

ながっております。 
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■当金庫営業エリアにおける人口・世帯数の推移（単位：人、世帯） 

 

 

人口 世帯数 

2011年 3月

1日現在 

2021年 3月

1日現在 

 2011年 3月

1日現在 

2021年 3月

1日現在 

 

増減 増減 

宮古市 59,229 50,059 ▲9,170 24,332 23,389 ▲943 

山田町 18,506 14,277 ▲4,229 7,182 6,521 ▲661 

岩泉町 10,708 8,640 ▲2,068 4,710 4,367 ▲343 

田野畑村 3,838 3,038 ▲800 1,452 1,378 ▲74 

普代村 3,065 2,473 ▲592 1,121 1,116 ▲5 

釜石市 39,399 31,820 ▲7,579 17,561 16,099 ▲1,462 

大槌町 15,222 10,946 ▲4,276 6,348 5,303 ▲1,045 

岩手県 1,326,643 1,206,370 ▲120,273 506,048 530,737 ＋24,689 

出所：岩手県 公表資料 

 

ロ．被災地域における東日本大震災からの復旧・復興の進捗状況 

岩手県における被害状況は、当金庫の主たる事業区域を含む沿岸地区を中心に甚

大な被害を受けており、地震および津波による人的被害（2021 年 3月 31日現在）

は死者（含む関連死）5,144人、行方不明者 1,111人にのぼり、多くの尊い人命を

失うとともに、家屋倒壊数（同）は 26,079棟となりました。また、産業被害額（2011

年 11月 25日現在）は水産業・漁港 5,649億円、商工業 1,335億円等の合計で 8,294

億円にのぼり、公共土木施設被害額（2011年 7月 25日現在）は河川・海岸・道路

等施設 1,723億円、港湾関係施設 445億円等合計 2,573億円となる等、壊滅的な打

撃を受けました。 

当金庫の店舗所在地である宮古市、山田町および釜石市においては、浸水地域に

所在した事業所数（2009年７月 1日現在）が 4,199事業所にのぼるとともに、2021

年 3 月 31 日現在、死者（含む関連死）2,156 人、行方不明者 391 人、家屋倒壊数

10,828棟にのぼる等、甚大な被害を受けました。 

震災から 10 年が経ち、その間、2019 年 3月には三陸鉄道リアス線が全線で運行

を再開するとともに、三陸沿岸の縦貫軸および内陸と沿岸部を結ぶ高規格幹線道路

等である「復興道路」、内陸部と沿岸部の各都市を結ぶ横断軸等の「復興支援道路」

および沿岸部の防災拠点等へアクセスする「復興関連道路」の整備は大きく進んで

おり、復興へ向けた物流や人的交流の促進が期待される等、基盤復興に向けた取組

みは着実に進展しております。 
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 ■復興道路の事業中箇所の供用延長 

路線名 

事業化延長 

[計画延長] 

(km) 

供用中 供用中＋工事中 

延長(km) 率(%)※ 延長(km) 率(%)※ 

三陸沿岸道路 

【復興道路】 
213 [213] 182 85% 213 100% 

東北横断自動車道

釜石秋田線 

【復興支援道路】 

80 [ 80] 80 100% 80 100% 

宮古盛岡横断道路 

【復興支援道路】 
66 [100] 66 100% 66 100% 

合 計 359 [393] 328 91% 359 100% 

出所：岩手県 公表資料（2021年 3月 31日現在） 

※ 率（％）は、事業化延長に対する割合 

 

 ■震災後の供用開始路線 

年月日 路線（区間） 延長 

2018年 1月 26日 三陸沿岸道路（田老真崎海岸～岩泉龍泉洞） 6.0km 

7月 28日 三陸沿岸道路（陸前高田長部～陸前高田） 6.5km 

8月 11日 三陸沿岸道路（吉浜～釜石南） 14.0km 

2019年 1月 12日 三陸沿岸道路（大槌～山田南） 8.0km 

3 月 3日 東北横断自動車道 釜石秋田線（東野住田～東野） 11.0km 

3 月 9日 三陸沿岸道路（釜石南～釜石両石） 5.6km 

3 月 9日 東北横断自動車道 釜石秋田線（釜石～釜石仙人峠） 6.0km 

3月 21日 三陸沿岸道路（唐桑小原木～陸前高田長部） 3.5km 

3月 30日 宮古盛岡横断道路（宮古中央～宮古根市） 3.4km 

6月 22日 三陸沿岸道路（釜石北～大槌） 4.8km 

12 月 8日 宮古盛岡横断道路（田ノ沢～手代森） 3.4km 

2020年 3月 1日 三陸沿岸道路（久慈北～侍浜） 7.4km 

2021年 3月 28日 宮古盛岡横断道路（蟇目～腹帯他 2 区間） 21.0km 

出所：岩手県 公表資料（2021年 3月 31日現在） 

 

応急仮設住宅等入居者数は、ピークであった 2011 年 10 月には 43,738 人いたも

のの、2020年 12月に計画されていた災害公営住宅がすべて整備されたことにより、

応急仮設住宅等への入居者はいなくなっております。 

また、2021年 3月末現在、県内での持ち家による住宅再建に対する補助金支給世

帯数は目標 9,935 世帯に対し、実績数が 10,153 世帯（進捗率 102.1％）となって

おります。 
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さらに、まちづくり（面整備）事業についても、計画されていた全地区、全区画

の整備が完了しております。 

 

■応急仮設住宅およびみなし仮設住宅の被災者の状況      （単位：戸、人） 

 応急仮設住宅 みなし仮設住宅 応急仮設等合計 

戸数 人数 戸数 人数 戸数 人数 

釜石市 0 0 0 0 0 0 

大槌町 0 0 0 0 0 0 

山田町 0 0 0 0 0 0 

宮古市 0 0 0 0 0 0 

岩泉町 0 0 0 0 0 0 

田野畑村 0 0 0 0 0 0 

普代村 0 0 0 0 0 0 

沿岸計 0 0 0 0 0 0 

内陸計 0 0 0 0 0 0 

県内計 0 0 0 0 0 0 
 出所：岩手県 公表資料（2021年 3月 31日現在） 

 

■まちづくり（面整備）事業の実施状況 

 都市再生区画 

整備事業 

防災集団移転

促進事業 

津波復興拠点

整備事業 

漁業集落防災

機能強化事業 
合 計 

地区数 区画数 地区数 区画数 地区数 区画数 地区数 区画数 地区数 区画数 

事業対象 
7市町村 7市町村 6市町 11 市町村 12市町村 

19 4,911 88 2,090 10  41 471 158 7,472 

工事着手 19 4,911 88 2,090 10  41 471 158 7,472 

工事完了 19 

4,911 

88 

2,090 

10  41 

471 

158 

7,472  全部完了 19 88 10 41 158 

一部完了 - - - - - 

工事着手割合 100% 100% 100% 100% 100%  100% 100% 100% 100% 

完了割合 100% 100% 100% 100% 100%  100% 100% 100% 100% 

 出所：岩手県 公表資料（2021年 3月 31日現在） 

 

ハ．当金庫の基本的な取組姿勢 

当金庫は、創業以来「地域社会の発展と豊かな暮らしづくりに貢献する」を経営

理念として掲げ、地域経済の成長・発展とともに歩んでまいりました。この経営理

念を成し遂げるための経営方針には、「国民大衆並びに中小企業者の地域金融機関

としての使命に徹し、貯蓄の増強に努め、円滑なる金融を通じて地域経済の育成発

展と生活の安定向上に貢献する」と定め、地域に根ざした事業活動を展開すること
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で、健全経営に努めてまいりました。 

当金庫は、この経営理念および経営方針にもとづき、今後も引き続き、信用金庫

の独自性や特性を活かしながら、お客様および地域の成長・発展等に資する取組み

を積極的に推進していくことにより、当金庫の存在意義をさらに高めて、地域社会

において必要とされる金融機関であり続けることを目指してまいります。 

具体的には、お客様に対する円滑かつ安定的な資金供給に加えて、お客様のニー

ズにあわせた金融商品・金融サービスの提供を行うとともに、地方公共団体や商工

会議所、大学、ＮＰＯ法人等の地域関係者との連携を図りながら、地域の復興・創

生および地域経済の活性化に向けた取組みを推進してまいります。 

特に、被災したお客様への支援については、お客様と一緒になって考え、課題を

解決していく課題解決型金融を実践し、全役職員をあげて地域の復興・創生および

地域経済の活性化に全力で取り組んでまいります。 

なお、地域の復興・創生にあたっては、解決すべき課題が多岐にわたるため、当

金庫単独では十分な対応が困難なケースも想定されます。当金庫単独での対応が困

難な課題については、中小企業再生支援協議会や信用保証協会等の外部機関および

税理士や弁護士等の外部専門家との連携を図るとともに、信金中央金庫をはじめと

する信用金庫業界の協力を得て、解決に向けて取り組んでまいります。 

 

（２）中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策 

イ．中小規模の事業者に対する信用供与の実施体制の整備のための方策 

当金庫は、創業以来、経営理念および基本方針にもとづき、中小規模の事業者

（以下「事業者」という。）に対する円滑な資金供給および貸付条件の変更等に

対応し、事業者の成長・発展を支援するとともに、地域経済の活性化に向けた取

組みを積極的に推進しております。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、各種ご相談等へのきめ細かな

対応や事業者が抱える経営課題等解決に向けた適切な指導・助言等を行うため、

営業店および本部関係各部が連携するとともに、必要に応じて外部機関等との連

携を図る等、事業者に対する円滑な信用供与を実施するための態勢を強化してま

いりました。今後も引き続き、地域金融機関としての役割を果たし、金融仲介機

能を十分に発揮していくため、以下の取組みをさらに強化してまいります。 

(ｲ) コンサルティング機能・相談機能の発揮 

当金庫は、信用金庫の強みである face to face による日々の営業活動等を通

じて、お客様とのコミュニケーションを図り、お客様との良好な関係構築・強化

に努めるとともに、きめ細かな対応に取り組んでまいります。 

具体的には、事業者の様々なライフステージ（創業・新事業開拓、成長段階、
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経営改善、事業再生、債務整理および事業承継）に応じて、事業者が抱える経営

課題やニーズ等を的確に把握するとともに、営業店と関係本部または外部機関等

が連携を図りながら、適切な指導・助言および経営課題等解決のための最適な施

策等の提案を行い、事業者の成長・発展等を積極的に支援してまいります。また、

2020年度より実施している釜石地区の活動強化を継続することで、当該地区の発

展にも積極的に取り組んでまいります。 

さらに、営業店と総合支援部が連携し、岩手産業復興機構および㈱東日本大震

災事業者再生支援機構等を活用した先や貸付条件の変更先等、経営改善が必要で

あると判断したお取引先に対して、定期的な訪問活動等を通じた経営実態の把握、

経営改善にかかる継続的な指導・助言等を行う等、お取引先の経営改善、事業再

生に向けた取組みを積極的に支援してまいります。 

 

(ﾛ) 審査管理態勢の強化 

当金庫は、「クレジットポリシー」、「金融円滑化基本方針」、「金融円滑化管理

方針」および各種与信関連規程・要領等を定め、融資取引にあたって役職員が遵

守すべき基本的事項、金融円滑化に関する基本方針、新規融資や貸付条件の変更

等の相談・申込みへの対応および審査・管理体制等、事業者に対する信用供与の

実施体制を整備しております。 

震災直後には、事業者の実情を踏まえ、返済猶予や返済条件等の変更等に柔軟

に対応するとともに、事業再開意欲のある事業者に対しては、担保・保証人や返

済期限の緩和等、融資条件の弾力的な取扱いを実施してまいりましたが、今後も

「経営者保証に関するガイドライン」等に基づき、担保や保証に過度に依存する

ことなく、事業者の事業内容、技術力、販売力、成長性および経営者の資質等を

適切に評価する事業性評価を重視した融資姿勢を徹底してまいります。 

 

 (ﾊ) 外部機関等の活用による対応 

当金庫は、信用保証協会保証による制度融資を積極的に活用することにより、

事業者に対する円滑な資金供給に努めております。 

また、（公財）日本財団と連携した利子補給型融資商品や信用補完制度を活用

するとともに、信金中央金庫と信金中央金庫の子会社である信金キャピタル㈱と

の共同出資による中小企業向け復興支援ファンド「しんきんの絆」を活用した資

本性資金の供給による支援を行っております。 

なお、同社が運営する中小企業向け創業・育成＆成長支援ファンド「しんきん

の翼」および新型コロナウイルス対策支援ファンド「しんきんの礎」の活用につ

いても検討してまいります。 

さらに、事業者に対する経営改善および事業再生支援等にあたっては、中小企

業再生支援協議会、産業復興機構および（独）中小企業基盤整備機構等の外部機
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関や税理士等の外部専門家との連携強化に努めており、外部機関等の専門的な知

見、ノウハウおよび機能を積極的に活用するとともに事業再生等に豊富な支援実

績を有する㈱地域経済活性化支援機構（REVIC）の活用についても、検討してま

いります。 

その他、キャッシュレス決済の導入を支援するため、スマホ決済サービス業者

と提携し、加盟店の開拓を行っております。 

さらに、中小企業の経営課題解決のため大企業ＯＢ等のノウハウを活用する新

現役制度の利用を促進してまいります。 

 

(ﾆ) コンサルティング機能等を発揮できる人材の育成 

当金庫は、コンサルティング機能の発揮や目利き力の強化に向けた人材の育成

を図るため、外部機関が主催する研修やセミナー等に積極的に職員を派遣すると

ともに、経営改善・事業再生等をテーマとした庫内研修の実施、総合支援部等に

よる営業店への臨店指導および各種公的資格の取得を奨励しております。 

また、外部講師を招聘し、若手渉外担当者を対象とした実践型の研修である「Ｆ

ＳＴ（Field Sales Training）研修」の実施や新入職員の「教育訓練担当者制度」

の創設など、若手職員の早期戦力化にかかる施策を実施しております。今後も引

き続き、教育体制のより一層の充実を図り、若手職員の能力向上を促してまいり

ます。 

 

ロ．中小規模の事業者に対する信用供与の実施状況を検証するための体制 

当金庫は、事業者に対する信用供与の実施状況や各種施策等の対応状況につい

て、金融円滑化の取組みを主管する総合支援部審査管理課が各営業店における実

績等を取りまとめ、定期的に常務会に報告しております。なお、中小企業等金融

円滑化の取組みに関しましては年 1回、理事会にて報告を行っております。 

また、常務会では、営業店等における対応状況をモニタリングするとともに、

施策の取組みが十分でないと認められる場合には、担当部門に対して、要因分析

および具体的な対応策の検討・企画立案を指示する等、実効性を確保するための

態勢を整備しております。 

また、経営強化計画に掲げた各種施策等の取組みについても、定期的に部店長

会議、常務会および理事会において進捗状況の管理を徹底しており、施策の取組

みが十分でないと認められる場合には、担当部門に対して、要因分析および具体

的な対応策の検討・企画立案を指示しております。 

さらに、2012年 2月に信金中央金庫との間で締結した経営指導契約にもとづき、

経営強化計画の実施状況や当金庫の財務の状況等を信金中央金庫に報告すると

ともに、被災債権の管理・回収をはじめ経営強化計画に掲げる各種施策の取組状
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況について指導・助言および検証を受ける態勢となっております。 

ハ．担保または保証に過度に依存しない融資の促進その他の中小規模の事業者の需

要に対応した信用供与の条件または方法の充実のための方策 

担保または保証に過度に依存しない融資の促進および事業者の需要に対応し

た信用供与については、これまでも震災被害による事業者の実情を踏まえ、無担

保・無保証ローンの取扱いおよび信用保証協会保証付融資の活用等による資金供

給を行ってまいりました。 

当金庫は、今後も引き続き、お客様のニーズ等を踏まえた商品開発・提供の検

討および商品性の見直し等を図るとともに、事業者の財務内容や担保または保証

に必要以上に依存することなく、継続的な営業活動・経営相談等を通じて、事業

者の事業内容や将来の成長可能性等を適切に評価する事業性評価にもとづく融

資を促進してまいります。 

また、当金庫は、お客様の資金調達の多様化を図るため、信用保証協会が提供

する流動資産担保融資保証制度（ＡＢＬ保証）を活用し、冷蔵製品等の動産を担

保とした融資の取扱いを行っており、2021年 3月末までの累計で 3件 83百万円

の取扱実績があります。 

さらに、当金庫は、「経営者保証に関するガイドライン」を遵守し、経営者保

証に依存しない融資を促進するとともに、保証契約を締結する場合には、保証契

約の必要性の説明および適切な保証金額の設定等の対応を行ってまいります。 

 

（３）被災者への信用供与の状況および被災者への支援をはじめとする被災地域におけ

る東日本大震災からの復興に資する方策 

イ．被災者への信用供与の状況 

(ｲ) 被災状況の把握・確認 

当金庫は、震災直後に与信先を対象とした調査を実施し、震災の影響により直

接的または間接的に何らかの被害を受けた先は、当金庫総与信先の 10％を占める

456先、総与信額の 39％を占める 122億円にのぼることが判明しました。 

当金庫は、震災以降、定期的な訪問活動等を通じて、被災者の状況把握に努め

ており、営業再開、事業再生および生活再建等に伴う被災者への信用供与等、必

要な支援を積極的に行うとともに、適切な指導・助言および最適な施策の提案等、

コンサルティング機能を十分に発揮しております。 

今後も引き続き、被災者の良き相談相手として、要望事項やニーズを的確に把

握・理解するとともに、地域経済の活性化および復興促進の原動力となる被災事

業者等が真に成長・発展できるよう最大限支援してまいります。 
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(ﾛ) 被災者への信用供与の実績 

当金庫は、震災の影響による甚大な被害状況を踏まえ、融資の返済等に支障を

きたしている被災者から相談を受けた場合には、約定弁済の一時停止や貸付条件

の変更等、柔軟に対応してまいりました。 

なお、相談窓口の設置や被災者の方々を個別に訪問して、融資等の相談にきめ

細かに対応した結果、貸付条件の変更契約締結実績は、2021年 3月末までの累計

で 319先、12,270 百万円（うち事業性ローン 229先 11,420百万円、住宅ローン

等 90 先 849 百万円）となっており、個々の被災者の実情にあわせて返済負担の

軽減等に努めております。 

また、信用保証協会保証付制度融資の活用や被災者向けのプロパー融資商品等

の取扱いを新たに開始する等、被災者に対する円滑かつ積極的な資金供給に努め

た結果、被災者向け新規融資実績は、2021 年 3 月末現在までの累計で 2,387 先

27,982百万円となっております。 

さらに、住宅ローンにつきましては、被災宅地の自治体による買取に係る抵当

権の抹消依頼等に対しても積極的に応じ、地域の復興計画の進展やお客様の属性

に合わせた適切な提案を行う等、迅速な生活再建支援に努めております。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、被災者への積極的かつ適切な

信用供与の実施を通じ、地域の復旧・復興に一定の貢献ができたものと評価して

おります。今後も引き続き、被災者への円滑な資金供給等に努めるとともに、適

切な指導・助言および最適な施策の提案等を行う支援態勢をさらに強化し、地域

の復興・創生および地域経済の活性化に向けた取組みを推進することにより、地

域金融機関としての社会的使命を果たしてまいります。 

 

ロ．被災者への支援をはじめとする被災地域における東日本大震災からの復興に資

する方策 

(ｲ) 地域の復興に向けた支援態勢等の強化 

a．相談機能・顧客支援機能に係る体制の強化 

当金庫は、駅前支店 2階に「みやしん駅前相談プラザ」を設置し、受付時間

を午後 5時（うち週 1回は午後 7時）まで延長し、被災者の相談ニーズに対応

しております。 

顧客支援機能に関する体制につきましては、営業店と総合支援部が連携し、

お取引先への定期的な訪問活動等を通じた経営状況の把握や外部機関との連

携による経営改善に関する提案等を実施しております。 

具体的には、岩手県よろず支援拠点と連携し、当金庫を会場として毎月、合

同経営相談会を開催し、インターネットの活用や販売戦略の立案等に関するア

ドバイスを実施しております。なお、当相談会については、（一社）岩手県発

明協会も参加し、知的財産に関する相談業務に対応できる態勢としております。 
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顧客支援に関しましては、事業性評価の観点から今後の事業展開や事業の強

み等を丁寧に伺い、必要に応じて無担保による融資（地域復興支援融資「みや

しん絆」等）を通じて、震災からの事業再建等を支援しております。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、みやしん山田相談プラザの

新設や外部機関との連携強化等により、復興支援や被災者からの各種ご相談に

きめ細かに対応できる体制を構築できたものと評価しております。今後も引き

続き、事業性評価に基づくコンサルティング機能を発揮するため、経営改善支

援、事業再生等のノウハウを有する人材を育成し、コンサルティング機能の発

揮に向けた体制整備を強化していくとともに、本部・営業店が一体となり、相

続・事業承継、創業・事業創出、販路開拓等を岩手県よろず支援拠点、産業支

援センターや商工会議所等と連携して支援し、相談機能・顧客支援機能の充実

に努めてまいります。 

 

b．営業店体制の再構築 

当金庫は、震災による被害を受け、震災前の 9店舗から 6店舗に営業店を統

合し、本店および駅前支店の渉外担当者の増員を図りました。 

前経営強化計画の実施期間において、震災により仮店舗等により営業してい

た営業店（山田支店、田老支店）を移転・再開させており、被災したお客様の

利便性向上等に貢献できたものと評価しております。被災後の営業店の統合・

移転等は一旦完了しておりますが、今後も引き続き、お客様との重要な接点で

ある営業店のあり方を検証し、お客様のニーズにきめ細かく対応していける店

舗体制を構築してまいります。 
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■当金庫の店舗配置(2021年 3月末現在) 

 
 

c．コンサルティング機能等を発揮できる人材の育成 

当金庫は、地域の復興・創生を果たすためには、地域やお客様が抱える課題を

的確に把握し、適切な方法等により解決できる人材を育成することが必要であ

ると考えております。 

具体的には、お客様の経営改善、事業再生および生活再建等の取組みを支援す

ることができるコンサルティング機能の発揮や目利き力強化に向けた人材の育

成を図るため、外部機関が主催する研修やセミナー等に積極的に職員を派遣す

るとともに、経営改善・事業再生等をテーマとした庫内研修、庫内トレーニー

制度の実施、営業店におけるＯＪＴの推進、総合支援部等による営業店への臨

店指導およびファイナンシャルプランナー等の各種公的資格の取得を奨励して

おります。 

また、「新入職員の教育訓練担当者制度」を創設し、新入職員への細やかなサ

ポートを通じて早期戦力化を図るなど、職員に意識改革を促していく取組みを

行っております。その他にも「若手渉外担当者研修（ＦＳＴ研修）」等の各種研

修を通じて、職員のノウハウ向上を図っております。今後も引き続き、お取引

先の経営課題等の解決に資する人材を育成するほか、経済環境・経営環境の変

化に即応できる人材の育成を進めてまいります。 

 

(ﾛ) 地域の復興に向けた取組みの推進 

a．復興支援関連融資商品等の提供・推進 

田老支店 
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当金庫は、震災直後から、プロパー融資商品の拡充を図るとともに、信用保

証協会保証付制度融資等、外部機関とも連携を図りながら、事業性ローン、住

宅ローンおよび消費性ローン等のお客様のニーズに応じた融資商品を提供し、

地域の復旧・復興に向けた資金需要に積極的に対応してまいりました。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、復興支援関連融資商品等の

提供により、お取引先の資金需要に積極的に対応し、地域の復旧・復興および

事業者の成長・育成に一定の貢献ができたものと評価しております。今後も引

き続き、復興・創生の各段階におけるお客様の多様な資金ニーズ等に適切に対

応するため、外部機関との連携も図りながら、既存商品の見直しや新商品の開

発・提供等、円滑な資金供給に努めてまいります。 

また、当金庫は、地域の復興・創生に向けて、（公財）日本財団と連携した利

子補給型融資商品や信用補完制度を活用するとともに、信金中央金庫と信金キ

ャピタル㈱との共同出資による中小企業向け復興支援ファンド「しんきんの絆」

を活用した資本性資金の供給による支援を行っております。 

同社が運営する中小企業向け創業・育成＆成長支援ファンド「しんきんの翼」

および新型コロナウイルス対策支援ファンド「しんきんの礎」の活用について

も検討してまいります。 

 

b．販路開拓・拡大等支援の取組み 

当金庫は、お取引先の新たな販路や仕入先の開拓・拡大および事業の拡大等

を支援するための取組みとして、信用金庫業界の全国ネットワークを活用して

開催されるビジネスフェアや個別商談会等への出展機会や当金庫が独自で開拓

したバイヤーとのマッチング機会をお取引先に紹介・提供しております。また、

コロナ禍において、リモートによる商談会に参加する企業も出てきており、新

しい形の販路開拓方法も積極的に提供してまいります。 

当金庫独自の取組みとして、お取引先の商品を掲載した地域応援カタログ「み

やしん Next とっておきセット」を 2013年度より企画し、2019 年度までの累計

で 5,642セット 27,740千円の販売実績を挙げています。当該取組みにより被災

地の中小企業の販路拡大、ＰＲ活動に一定の効果があったものの、不漁やその

他諸般の事情から、2020年 3月末で取扱いを休止しております。今後は三陸沿

岸の信用金庫と連携した新たな販路拡大の取組みを検討してまいります。 

前経営強化計画の実施期間において、ビジネスフェア等への出展機会の提供

を通じ、お取引先の販路開拓・拡大に一定の効果を上げているものと評価して

おります。今後も引き続き、お取引先のビジネスチャンスの創出および地域経

済の活性化への貢献が期待できるため、信用金庫業界のネットワーク等を活用

したビジネスマッチング等による販路開拓・拡大等支援の取組みを積極的に推

進してまいります。 
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c．創業・新事業開拓支援の取組み 

当金庫は、営業店と総合支援部が連携し、新規創業や新たな事業分野の開拓

を目指す事業者に対して、経営相談、指導・助言、セミナーの開催および経営

情報の提供等、事業者が抱える悩みや課題等を解決するための支援の取組みを

積極的に行っております。 

この取組みの実効性を高めるため、岩手県信用保証協会および商工会議所等

の外部機関との連携強化を図っており、外部機関の専門的な知見、ノウハウお

よび機能を積極的に活用しております。 

新規創業等を目指す事業者に対する資金供給手段として、岩手県の「いわて

起業家育成資金」を活用しており、震災以降、2021年 3月末現在の取扱実績は、

55件 326百万円となっております。 

さらに、2013年 12月より(公財)日本財団「わがまち基金」プロジェクトとし

て、新たな被災地支援制度を創設しており、被災地で新たな事業を開始する中

小企業および個人事業主等を対象に、(一社)陸中みらい基金を通じて、利子補

給制度融資および借入債務の保証を行っております。 

加えて、当金庫は、信金中央金庫が信金キャピタル㈱との共同出資により設

立した中小企業向け創業・育成＆成長支援ファンド「しんきんの翼」を活用し

た支援につきましても、引き続き検討してまいります。 

また、地方公共団体等と連携し、宮古市中心市街地への新規出店促進策を実

施することで、地域の活性化を図ってまいります。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、外部機関やファンドの活用

等を通じ、お取引先の創業・新事業開拓に一定の効果を上げているものと評価

しております。今後も引き続き、地域における雇用機会の創出および地域経済

の活性化に貢献すべく、地方公共団体や外部機関との連携・協力関係を構築し、

新規事業の立上げ時等に必要となる資金需要に積極的に対応する等、創業等に

対する支援機能を強化してまいります。 

 

d．経営改善支援の取組み 

当金庫は、営業店と総合支援部地域支援課が連携し、岩手産業復興機構およ

び㈱東日本大震災事業者再生支援機構等を活用した先や貸付条件の変更先等、

経営改善が必要であると判断したお取引先に対して、定期的な営業活動等を通

じて経営実態を把握するとともに、経営改善に向けた継続的な指導・助言等を

行っております。 

経営改善支援先の業務・財務内容および経営課題等を的確かつ詳細に分析し

たうえで、必要に応じて「経営改善計画」の策定を支援するとともに、計画策

定後については改善状況の進捗等を踏まえて、資金繰り支援や貸付条件の変更

等を実施する等、計画達成に向けたサポート活動を行っております。 
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また、中小企業再生支援協議会、岩手産業復興機構、（独）中小企業基盤整備

機構、いわて企業支援ネットワーク、いわて中小企業支援プラットフォームお

よび岩手県よろず支援拠点等の外部機関や税理士等の外部専門家との連携強化

を図っており、外部機関等の専門的な知見、ノウハウおよび機能を積極的に活

用しております。 

加えて、当金庫は、2013 年 2 月に中小企業経営力強化支援法（現：中小企業

等経営強化法）にもとづき経営革新等支援機関の認定を受けており、同年 10月

には中小企業庁の「2013年度中小企業・小規模事業者ビジネス創造等支援事業」

の「いわて中小企業支援プラットフォーム」の経営革新等支援機関として参画

しております。2018 年 4 月には、岩手県や県内金融機関等とともに地域企業が

有する特許等の知的財産権を評価し、融資や経営支援に取り組むための連携組

織「岩手県知財金融推進コンソーシアム」に参画しております。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、外部機関の活用による経営

改善計画の策定支援や定期的なモニタリングの実施等を通じ、お取引先の経営

改善に一定の効果を上げているものと評価しております。今後も引き続き、外

部機関等との連携を強化するとともに、当金庫に経営改善の専担部門を設置す

るなど、より深度ある支援を実施する態勢整備を行うことで地域のホームドク

ターとしての地位を確立してまいります。 

 

e．事業再生支援の取組み 

当金庫は、中小企業再生支援協議会および産業復興機構等の外部機関の活用

や弁護士等の外部専門家との連携を図りながら、被災した事業者および個人の

お客様の再生・再建に向けた支援に取り組んでおります。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、外部機関やファンドの活用

等を通じ、お取引先の早期の事業再生・再建に一定の貢献ができたものと評価

しております。今後も引き続き、個々の被災者の実情を踏まえ、必要に応じて

以下の対応を行ってまいります。 

 

(a) 中小企業再生支援協議会の活用 

当金庫は、被災した事業者の事業再生にあたり、中小企業再生支援協議会

内に設置された「岩手県産業復興相談センター」と連携し、債権放棄や私的

整理、会社分割などの処理手法も視野に入れた実現可能性の高い抜本的な事

業再生計画の策定支援を実施してまいります。 

 

(b) ＤＤＳ等による金融支援 

当金庫は、お取引先の財務体質の改善を図ることにより、事業再生の実現

可能性が高いと判断できる場合、既存の借入金を資本性借入金（劣後ローン）
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としてみなせるＤＤＳや株式に振り替えるＤＥＳによる金融支援を実施し

てまいります。 

 

(c) 産業復興機構等の活用 

当金庫は、震災の影響により経営に支障が生じ収益力に比して過大な債務

を負ってしまったお取引先の事業再生に向け、岩手産業復興機構および㈱東

日本大震災事業者再生支援機構による既往債権の買取り等を実施してまい

りました。買取りの対象となったお取引先に対しては、両機構と連携してモ

ニタリングやフォローアップを実施しております。 

また、事業再生等に豊富な支援実績を有する㈱地域経済活性化支援機構の

活用についても、今後、必要に応じて検討してまいります。 

 

(d) 事業再生支援ファンド等の活用 

被災地域で事業再生に取り組む事業者の支援を目的として信金中央金庫

が設立した復興支援ファンド「しんきんの絆」を活用した支援を実施してお

ります。当金庫は、今後も引き続き、事業再生の必要なお取引先に対して、

ファンドの活用による支援も検討してまいります。 

 

(e) 自然災害による被災者の債務整理に関するガイドラインにもとづく債務

整理に係る対応 

2011年 8月から、個人債務者の自助努力による生活や事業の再建を支援す

るための指針「個人版私的整理ガイドライン」にもとづく債務整理の申請が

開始されており、当金庫では、渉外担当者等の訪問等による説明、全営業店

でのポスター掲示やパンフレット備置きおよび相談会の開催等を通じて、本

ガイドラインの周知に努めております。 

同ガイドラインは、2021 年 3 月 31 日をもって終了しておりますが、2021

年 4月からの「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン」に

もとづき、弁護士とも連携しながら被災者の債務整理に適切に対応してまい

ります。 

 

f．事業承継支援の取組み 

当金庫は、少子・高齢化の進行に伴い、経営者が悩みを抱える事業承継に関

する相談に対して、営業店および本部が一体となって対応するとともに、必要

に応じて外部機関との連携も図りながら、問題解決に向けた支援の取組みに努

めております。Ｍ＆Ａによる事業承継支援については、当金庫、信金キャピタ

ル㈱および㈱日本Ｍ＆Ａセンターの 3 者間において、2013 年 11 月に締結した

「Ｍ＆Ａ業務協定」に基づく支援やＭ＆Ａマッチングサイト「ＴＲＡＮＢＩ」
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の活用促進を行っており、引き続き問題解決に向けた支援に努めてまいります。 

また、当金庫は、お取引先の次世代を担う若手経営者の顧客組織「みやしん

Next」を 2013 年 1月に立ち上げており、外部の専門家によるセミナー等を開催

し、中小企業の後継者育成にも積極的に取り組んでおります。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、営業店および本部関係各部

との連携や外部機関の活用等を通じ、お取引先の事業承継に一定の貢献ができ

たものと評価しております。今後も引き続き、お取引先の事業承継に関する潜

在的なニーズの発掘に努めるとともに、適切な指導・助言および問題解決のた

めの最適な施策の提案を行う等、事業承継に対する支援機能を強化してまいり

ます。 

 

g．地方創生に向けた支援の取組み 

2014 年 12 月に政府が閣議決定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を

受けて、各地方公共団体は独自に地域の特性・実情等を踏まえた「地方版総合

戦略」を策定することとなりました。 

当金庫は、地域金融機関に期待される役割を十分に発揮し、地方創生に向け

た取組みに積極的に関与するため、総合支援部地域支援課を主管部署として、

地方版総合戦略の策定および戦略に掲げる具体的な施策の円滑な実施等に係る

支援を行っており、2015年 7月より「宮古市まち・ひと・しごと創生総合戦略

市民推進委員会」に参画し、定期的に協議を行うなど、地方創生に向けた取組

みに積極的に関与しております。 

また、2016年 6月には宮古商工会議所と産業振興に関する連携協定を締結し、

同年 7 月に宮古市と地方創生に関する連携協定を締結しております。2016 年 9

月には山田町と地方創生に関する協定、同年 11月に釜石商工会議所と産業振興

に関する連携協定を締結しております。 

具体的な取組みとして、2020 年 12 月に信金中央金庫が提供する「ＳＣＢふ

るさと応援団」に宮古市の商業活性化・賑わいづくり事業が採りあげられたこ

とから、今後、当市や宮古商工会議所等と連携し、当該事業の推進に向け取り

組んでまいります。 

商品提供におきましては、2017年 9月には子育て世帯を応援するための新た

な商品（扶養する子供の数に応じて段階的に金利を優遇する教育ローンおよび

住宅ローン）の取扱いを開始するとともに、同年 10月には地域外から転入され

た方の金利を優遇する「定住促進住宅ローン（住めば都）」、地元木材を利用し

た住宅の金利を優遇する「地域木材利用推進住宅ローン（豊かな森）」、空き家

解体を促進するための「空き家解体支援ローン（再生）」の計 5商品の取扱いを

開始しております。 

当金庫は、前経営強化計画の実施期間において、上記の活動等を通じ、地域
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の復興・創生および地域経済の活性化に一定の貢献ができたものと評価してお

ります。 

今後も引き続き、地方公共団体等と連携し、宮古市中心市街地の活性化に向

けた施策を実施するなど、地方公共団体のほか商工会議所、大学およびＮＰＯ

法人等の地域関係者との連携を図るとともに、三陸沿岸の信用金庫とも連携を

進めることにより、地方創生に向けた取組みを積極的に推進してまいります。 

 

（４）その他主として業務を行っている地域における経済の活性化に資する方策 

イ．創業または新事業の開拓に対する支援に係る機能の強化のための方策 

(ｲ) 外部機関との連携による支援 

当金庫は、営業店と総合支援部地域支援課が連携し、新規創業や新たな事業分

野の開拓を目指す事業者に対して、経営相談、指導・助言、セミナーの開催およ

び経営情報の提供等、事業者が抱える悩みや課題等を解決するための支援の取組

みを積極的に行っております。 

この取組みの実効性を高めるため、岩手県信用保証協会および商工会議所等の

外部機関との連携強化を図っており、外部機関の専門的な知見、ノウハウおよび

機能を積極的に活用しております。 

当金庫は、今後も引き続き、地域における雇用機会の創出および地域経済の活

性化への貢献が期待できるため、外部機関との連携・協力関係を構築し、創業や

新事業開拓に対する支援機能を強化してまいります。 

 

(ﾛ) 創業等事業者向け商品の提供 

当金庫は、新規創業等を目指す事業者に対する資金供給手段として、岩手県信

用保証協会等の公的機関における各種制度融資および保証制度を紹介・提案し、

積極的に活用しております。今後も引き続き、新規事業の立上げ時などに必要と

なる資金需要に積極的に対応するとともに、公的機関の制度融資だけでは対応が

困難な場合に備えて、新たなプロパー融資商品等の開発・提供の検討に努めてま

いります。 

 

(ﾊ) 創業支援ファンドおよび助成金の活用による支援 

当金庫は、信金中央金庫が中小企業のライフステージに応じたコンサルティン

グ機能の発揮が期待される信用金庫の取組みをサポートするため信金キャピタ

ル㈱との共同出資により設立した中小企業向け創業・育成＆成長支援ファンド

「しんきんの翼」を活用した支援を検討してまいります。 

 



31 

ロ．経営に関する相談その他の取引先の企業（個人事業者を含む。）に対する支援

に係る機能の強化のための方策 

(ｲ) 販路開拓・拡大等に係る支援 

当金庫は、お取引先の新たな販路や仕入先の開拓・拡大および事業の拡大等を

支援するための取組みとして、信用金庫業界の全国ネットワークを活用して開催

されるビジネスフェアや個別商談会等への出展機会や当金庫が独自で開拓した

バイヤーとのマッチング機会をお取引先に紹介・提供しております。また、コロ

ナ禍において、リモートによる商談会に参加する企業も出てきており、新しい形

の販路開拓方法も積極的に提供してまいります。 

また、新たな取引チャネルによる販路拡大を支援するため、(一社)中小・地方・

成長企業のためのネット利活用による販路開拓協議会(略称：ネッパン協議会)を

講師に迎えて、販路拡大にかかるインターネットの活用方法に関する勉強会や個

別相談会を開催しております。 

今後とも当金庫は、お取引先のビジネスチャンスの創出および地域経済の活性

化へ貢献すべく、信用金庫業界のネットワーク等を活用したビジネスマッチング

や各種セミナー等の開催を通じて、販路開拓・拡大等を積極的に支援してまいり

ます。 

 

(ﾛ) 経営改善に係る支援 

当金庫は、営業店と総合支援部地域支援課が連携し、岩手産業復興機構および

㈱東日本大震災事業者再生支援機構等を活用した先や貸付条件の変更先等、経営

改善が必要であると判断したお取引先に対して、定期的な営業活動等を通じて経

営実態を把握するとともに、経営改善に向けた継続的な指導・助言等を行ってお

ります。 

また、経営改善支援先の業務・財務内容および経営課題等を的確かつ詳細に分

析したうえで、必要に応じて「経営改善計画」の策定を支援するとともに、計画

策定後については改善状況の進捗等を踏まえて、資金繰り支援や貸付条件の変更

等を実施する等、計画達成に向けたサポート活動を行っております。 

なお、これら経営支援活動にあたっては、中小企業再生支援協議会、岩手産業

復興機構、(独)中小企業基盤整備機構、いわて企業支援ネットワーク、いわて中

小企業支援プラットフォーム、岩手県よろず支援拠点および(一社)岩手県発明協

会等の外部機関のほか、税理士等の外部専門家と連携し、専門的な知見等を活用

して対応しております。 

当金庫は、中小企業経営力強化支援法（現：中小企業等経営強化法）にもとづ

く経営革新等支援機関として、2013年 2月に国の認定を受けております。引き続

き、お取引先の経営課題の解決に資するべく、コンサルティング機能の強化に向
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けた態勢強化に努めてまいります。 

さらに、中小企業の経営課題解決のため大企業ＯＢ等のノウハウを活用する新現

役制度の利用を促進してまいります。 

 

(ﾊ) コンサルティング機能を発揮等できる人材の育成 

当金庫は、地域の復興・創生を果たすためには、地域やお客様が抱える課題を

的確に把握し、適切な方法等により解決できる人材を育成することが必要である

と考えております。 

具体的には、お取引先の経営改善、事業再生および生活再建等の取組みを支援

することができるコンサルティング機能の発揮や目利き力強化に向けた人材の

育成を図るため、外部機関が主催する研修やセミナー等に積極的に職員を派遣す

るとともに、経営改善・事業再生等をテーマとした庫内研修、庫内トレーニー制

度の実施、営業店におけるＯＪＴの推進、総合支援部等による営業店への臨店指

導およびファイナンシャルプランナー等の各種公的資格の取得を奨励しており

ます。 

また、「新入職員の教育訓練担当者制度」を創設し、新入職員への細やかなサ

ポートを通じて早期戦力化を図るなど、職員に意識改革を促していく取組みを行

っております。その他にも「若手渉外担当者研修（ＦＳＴ研修）」等の各種研修

を通じて、職員のノウハウ向上を図っております。引き続き、お取引先の経営課

題等の解決に資する人材を育成するほか、経済環境・経営環境の変化に即応でき

る人材の育成を進めてまいります。 

ハ．早期の事業再生に資する方策 

(ｲ) 外部機関との連携等による取組み 

当金庫は、営業店と総合支援部地域支援課が連携し、抜本的な事業再生により

経営の改善が見込まれると判断したお取引先に対して、事業再生に向けた具体的

な方針の検討、最適な再生方法の選択および提案等を行っております。 

具体的には、中小企業再生支援協議会、岩手県産業復興相談センターおよび他

金融機関と連携し、経営改善計画の策定支援および自治体等の支援施策の活用に

よる事業再生を支援しております。また、岩手産業復興機構および㈱東日本大震

災事業者再生支援機構により既往債権の買取り等を実施したお取引先に対して

は、両機構と連携してモニタリングやフォローアップを実施しております。 

外部機関を活用した再生支援後においては、引き続き、各連携先と協力しなが

ら、支援先の業況や経営改善の進捗状況等のモニタリングを継続するとともに、

事業再生等に関する豊富な支援実績を有する㈱地域経済活性化支援機構の活用

も必要に応じて検討してまいります。 

当金庫では引き続き、地域における雇用維持および地域経済の活性化への貢献
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が期待できるよう、外部機関等との連携・協力関係を構築し、財務等の抜本的な

見直しによる早期の事業再生に向けた取組みを推進してまいります。 

 

(ﾛ) 事業再生支援ファンド等の活用 

被災地域で事業再生に取り組む事業者の支援を目的として信金中央金庫が設

立した復興支援ファンド「しんきんの絆」を活用した支援を実施しております。

当金庫は、今後も引き続き、事業再生の必要なお取引先に対して、ファンドの活

用による支援も検討してまいります。 

 

(ﾊ) ＤＤＳ等による金融支援 

当金庫は、お取引先の財務体質の改善を図ることにより、事業再生の実現可能

性が高いと判断できる場合、既存の借入金を資本性借入金（劣後ローン）として

みなせるＤＤＳや株式に振り替えるＤＥＳによる金融支援を実施してまいりま

す。 

ニ．事業の承継に対する支援に係る機能の強化のための方策 

(ｲ) 事業承継に対する支援 

当金庫は、Ｍ＆Ａによる事業承継支援について、当金庫、信金キャピタル㈱お

よび㈱日本Ｍ＆Ａセンターの 3者間において、2013 年 11 月に締結した「Ｍ＆Ａ

業務協定」に基づく支援やＭ＆Ａマッチングサイト「ＴＲＡＮＢＩ」の活用促進

を行っており、引き続き問題解決に向けた支援に努めてまいります。 

また、当金庫は、お取引先の次世代を担う若手経営者の顧客組織「みやしん

Next」を 2013 年 1 月に立ち上げており、外部の専門家によるセミナー等を開催

し、中小企業の後継者育成にも積極的に取り組んでおります。 

今後とも当金庫では、お取引先の事業承継にかかる課題を早期に捉え、地域の

中小企業の円滑な事業承継に対応できるよう、支援機能を強化してまいります。 

 

(ﾛ) 相続等に関する相談対応 

当金庫は、事業承継等に伴う相続に関する相談について、お取引先に対する営

業活動等を通じて、または営業店窓口や各種相談会で受け付けており、必要に応

じて税理士等の外部専門家を紹介しております。 

また、お取引先からの自主廃業等に関する相談については、当金庫が慎重かつ

十分に検討したうえで、事業の持続可能性が見込まれないと判断した場合、必要

に応じて弁護士等の外部専門家との連携を図りながら、円滑な債務整理等に向け

た支援を行っております。 

当金庫は、今後も引き続き、お取引先の良き相談相手として、要望事項やニー

ズを把握・理解するとともに、適切な指導・助言および要望等に応えるための最
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適な施策の提案を行う等、各種相談に対する支援機能を強化してまいります。 

 

６．信金中央金庫による優先出資の引受けに係る事項 

 信金中央金庫が引き受けている優先出資の内容は、次のとおりです。 

種類 社債型非累積的永久優先出資 

申込期日（払込日） 2012年 2月 20日（月）  

発行価額 

非資本組入額 

1口につき 50,000円（額面金額 1口 500円） 

1口につき 25,000円 

発行総額 10,000百万円 

発行口数 200,000口 

配当率 

（発行価額に対す 

る年配当率） 

預金保険機構が当該事業年度において公表する優先配当年

率としての資金調達コスト 

ただし、日本円 TIBOR（12ヶ月物）または 8％のうちいずれ

か低い方を上限とする。 

累積条項 非累積 

参加条項 非参加 

残余財産の分配 残余財産の分配は、定款に定める方法に従い、次に掲げる順

序によりこれを行うものとする。 

イ 優先出資者に対して、優先出資の額面金額に発行済優

先出資の総口数を乗じて得た額をその有する口数に応

じて分配する。 

ロ 優先出資者に対して、優先出資の払込金額から額面金

額を控除した金額に発行済優先出資の総口数を乗じて

得た額を分配する（当該優先出資の払込金額が額面金額

を超える場合に限る。）。 

ハ 前イおよびロの分配を行った後、なお残余があるとき

は、払込済普通出資の口数に応じて按分して会員に分配

する。 

ニ 残余財産の額が前イおよびロの規定により算定され

た優先出資者に対する分配額に満たないときは、優先出

資者に対して、当該残余財産の額をその有する口数に応

じて分配する。 
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７．剰余金の処分の方針 

当金庫は、地域のお客様から出資を受け入れ、事業を行う協同組織金融機関として、

これまで事業によって生じた剰余金については、内部留保の充実に努めるとともに、

普通出資への安定的な配当を維持することを基本方針としております。 

当金庫は、経営強化計画に掲げる各種施策を着実に実施することにより、地域の復

興・創生および地域経済の活性化を通じ、収益確保に努めてまいります。 

また、今後、優先出資については所定の配当を行うとともに、普通出資については

安定的な配当を実施できるよう、引き続き内部留保の蓄積に努め、優先出資の返済を

目指してまいりたいと考えております。 

 

８．財務内容の健全性および業務の健全かつ適切な運営の確保のた

めの方策 

（１）経営管理に係る体制および今後の方針 

当金庫は、意思決定機関として理事会を設置するとともに、理事会の決議した方

針にもとづき、当金庫の業務執行に係わる基本方針および経営計画に関しての協議

ならびに金庫業務全般の管理・統括を行う機関として、常勤理事全員を構成員とす

る常務会を設置しております。 

また、当金庫は、業務の健全性および適切性を確保するための体制整備がもっと

も重要であると考え、「内部管理基本方針」を定めております。当金庫は、この方

針のもと、「法令等遵守に係る基本方針」、「利益相反管理に係る基本方針」および

「顧客保護等管理に係る基本方針」等の経営方針を定め、全役職員に徹底するとと

もに、継続的な見直しを行う等、適切な内部統制システムの整備に努めております。 

さらに、当金庫は、「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、反社会的勢力に

対し毅然とした態度で臨み、確固たる信念をもってこれを排除し、その関係遮断を

徹底することにより、公共の信頼を維持し、業務の健全性および適切性の確保に努

めております。 

経営強化計画に掲げた各種施策の取組みについては、役職員一丸となって推進し

ていくとともに、常務会を主体にＰＤＣＡサイクルを継続的に回すこととし、議長

である理事長および理事長の補佐となる常勤理事が責任をもって推進していくこ

ととしております。 

なお、各種施策の取組みが十分でないと認められる場合には、担当部門に対して、

要因分析および具体的な対応の検討・企画立案を指示しております。 

当金庫は、今後も引き続き、基本方針等にもとづく適切な経営管理体制を維持・

強化するとともに、実効性の確保に努めてまいります。 
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（２）業務執行に対する監査または監督の体制および今後の方針 

当金庫は、監事監査および監査部における監査により、業務執行に対する監査を

行い、経営の健全性の維持・向上に努めております。 

監事については、常勤監事に加え、信用金庫法にもとづき員外監事を選任してお

ります。監事は、重要な意思決定の過程および業務執行状況を把握するため、理事

会、常務会およびその他の重要な委員会に出席するほか、重要な稟議書その他業務

執行に関する重要な書類を閲覧し、理事または職員に対し、必要に応じて説明を求

めることとしております。 

また、監事は、当金庫の内部監査部署である監査部と連携し、当金庫の業務執行

の適切性を検証するとともに、監事監査を踏まえ、理事会に検証結果を報告してお

ります。 

監査部については、内部監査の公平性および客観性を確保するため、業務執行部

門から完全に独立した理事長直轄の部署とし、事業年度毎に策定する「内部監査実

施計画」にもとづき、本部および営業店の内部管理態勢、法令等遵守態勢、顧客保

護等管理態勢、リスク管理態勢等を監査し、その有効性の検証・評価に努めており

ます。 

なお、監査部は、内部監査の結果を「内部監査報告書」として取りまとめたうえ

で、遅滞なく理事長に報告しており、被監査部門に対しては「内部監査結果通知書」

等を通知し、不備および改善が必要な事項については是正を指示する等、業務の改

善指導を行うとともに、その改善状況の確認を行っております。 

さらに、会計監査人による外部監査は、監査法人と監査契約を締結しており、厳

正な監査を受け会計処理の適正化等に努めております。 

当金庫は、今後も引き続き、適切な業務執行に対する監査または監督の体制を維

持・強化するとともに、実効性の確保に取り組んでまいります。 

 

（３）与信リスクの管理（不良債権の適切な管理を含む。）および市場リスクの管理を

含む各種のリスク管理の状況ならびに今後の方針 

当金庫は、リスク管理を経営上の重要課題の一つとして位置付けており、内部管

理基本方針にもとづき、各種業務執行に伴い発生する様々なリスクを正確に把握す

るとともに、金融情勢の変化に対応できるよう統合的にリスク管理を行い、健全性

の確保と収益性の向上を図っております。 

なお、リスク管理については、「統合的リスク管理方針」にリスク・カテゴリー

ごとのリスク管理方針を定め、各種規程・要領を整備するとともに、リスクの状況

を常務会に報告する等、管理体制の整備・改善に努めております。 

当金庫は、今後も引き続き、各種研修・勉強会等を通じて全役職員のリスク管理
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に対する高い意識を醸成し、適切なリスク管理体制を維持・強化するとともに、実

効性の確保に努めてまいります。 

 

イ．信用リスク管理 

当金庫は、信用リスク管理に係る各種規程等を定め、与信取引に係る信用リス

ク管理の組織体制、業務分掌および決裁権限等を明確にするとともに、信用リス

クの適正な把握とコントロール・削減に努めてまいりました。 

また、役職員が与信取引を行うにあたって遵守しなければならない基本的な考

え方を「クレジットポリシー」に定め、健全な倫理観にもとづいた行動および判

断を行うよう周知徹底しております。 

信用リスク管理に係る組織体制については、総合支援部審査管理課を主管部門

と定めるとともに、営業店の目標設定、評価部門と顧客支援部門については、総

合支援部地域支援課が担うことにより、審査と推進にかかる組織上の分離を図り

ながら、顧客支援活動と一体となった信用リスク管理を実現すべく、態勢の見直

しを図っております。 

また、信用金庫は、法令上、1 先に対する与信額の上限が定められております

が、当金庫は、信用リスク管理規程において、法令上の上限を下回るクレジット

リミット（信用供与限度額基準）を設定するとともに、未保全額を基準とする限

度額管理を行っております。 

なお、クレジットリミットは、融資委員会において協議・検討を行い、常務会

の承認を得て毎年度見直すこととしております。限度額管理は、定期的に行って

おりますが、限度額を超過する取引が発生する場合には、融資審査委員会におい

て慎重に協議・検討を行っております。 

また、当金庫の経営に大きな影響を及ぼす可能性のある大口与信先等について

は、信用状況や財務状況の継続的なモニタリングを実施し、定期的に常務会に報

告する等、個別管理を徹底しております。 

当金庫は、今後も引き続き、お取引先の実態を踏まえ、適切に資産の自己査定

を実施し、必要な償却引当を適時実施するとともに、事業の再生可能性を十分に

協議・検討したうえで、適切な対応に努める等資産の健全化に向けて取り組んで

まいります。 

 

ロ．市場リスク管理 

当金庫は、市場リスクに係る各種規程等を定め、市場リスク管理に関する基本

方針、リスク管理体制、リスクの所在、リスクの種類・特性、リスクの評価、モ

ニタリングおよびコントロール等の管理に係る手法を明確にするとともに、市場
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リスク管理の重要性を十分に認識し、適正かつ実効性のある管理に努めておりま

す。 

市場リスク管理に係る組織体制については、総務企画部を主管部署と定め、牽

制機能に留意するとともに、常務会・ＡＬＭ委員会において市場リスクのモニタ

リング状況を報告するとともに、有価証券投資に係る対応を協議しております。 

有価証券投資については、安全性を重視し、購入対象を一定以上の外部格付を

有する発行体に限定していることに加えて、1 投資対象先あたりの投資限度額を

定めて運用しております。総務企画部は、市場リスク管理に係る各種規程にもと

づき、市場リスク量を 100BPV 等の手法を用いて計測・分析するとともに、資本

配賦に対する使用状況等を定期的にモニタリングしております。 

なお、市場環境の変動によって、時価が大きく減少した有価証券については、

適切に減損処理を実施しているほか、急激に信用状態が悪化し、価格下落が生じ

た銘柄についてもロスカットルールにもとづき、原則として売却することとして

おります。これらの取扱いについては、常務会において把握するとともに、ルー

ルの遵守状況を定期的に理事会に報告しております。今後も引き続き、安全性重

視の運用に取り組んでまいります。 

 

ハ．流動性リスク管理 

当金庫は、流動性リスク管理規程等を定め、金融システム不安等に伴う市場流

動性リスクおよび非常時等の資金調達政策に関する資金繰りリスクの管理に努

めております。 

流動性リスク管理に係る組織体制については、総務企画部を主管部署と定め、

資金繰りやリスクの状況等を定期的にモニタリングするとともに、常務会にてモ

ニタリング結果を報告する等、流動性リスク管理の実効性を確保しております。 

当金庫は、短期間で資金化が可能な資産について支払準備資産として一定額以

上保有することを流動性リスク管理規程で定めております。 

また、当金庫は、不測事態が発生した際の「危機管理対応マニュアル」等を策

定しており、流動性危機時の連絡・報告体制、対処方法および指示・命令系統等

を明確にする等、迅速かつ適切な対応を行うことができるよう態勢整備に努めて

おります。 

 

ニ．オペレーショナル・リスク管理 

当金庫は、オペレーショナル・リスクを事務リスク、システムリスク、法務リ

スク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスクに分類し、各リスク別の主管部

署を定めております。主管部署は、各種規程およびマニュアル等を遵守させる取
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組みを通じて、リスクの極小化および顕在化の未然防止に努めております。 

なお、事務リスクの未然防止の対応として、全ての事務ミスに対して発生原因

の分析を行い、常務会へ報告するとともに、分析結果の全部店への還元および臨

店指導の実施を通じて発生原因を周知し、類似事案の未然防止に努めております。 

当金庫は、今後も引き続き、各種規程等に沿った正確な事務処理に努めるとと

もに、管理態勢の改善を継続的に図り、オペレーショナル・リスク管理の徹底に

努めてまいります。今後も規程に沿った正確な事務処理に努めるとともに、管理

態勢の改善を継続的に図り、引き続きオペレーショナル・リスク管理の徹底に努

めてまいります。 

以 上 



 

内閣府令第８１条第１項第１号に掲げる書類 

 

 

○ 最終の貸借対照表等及び剰余金処分計算書又は損失金処理計算書、当該貸借対照表

等の作成の日における自己資本比率を記載した書面、最近の日計表その他の最近にお

ける業務、財産及び損益の状況を知ることのできる書類 

 

 




































